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5３ 

貿易規制による森林管理
一国際法上の可能性と限界一

岡松暁子

の経営、保全および持続可能な開発に関する世

界的合意のための法的拘束力のない権威ある原

則声明」（森林原則声明）が採択されるにとどま

り、現在もまだ一般条約としての森林条約の成

立には至っていない。しかもこの森林原則声明

のみならず、同じく地球サミットで採択された

リオ宣言やアジェンダ21にも、形式的には法的

拘束力はない。

このように森林保護の分野における包括的な

法的枠組が欠如している状況において、熱帯木

材が地球温暖化や生物多様性の保全に与える影

響を考える際には、先進国の環境保護政策と、

途上国が主張する「発展の権利」（righttodevel‐

opment;dmitdud6veloppement）が抵触するこ

とが多い。熱帯木材は途上国にとっては重要な

外貨猿得資源である一方で、環境保護政策を進

める先進国、とりわけEU諸国は、その悪影響を

防ぐための制度を確立しようとするからである。

本稿では、このような状況に鑑みて、かかる

利害の抵触が引き起こす紛争の先例を検討し、

いかなる問題があるかを指摘した上で、熱帯木

材貿易の今後の展望を考察する。

１．はじめに

国連食樋農業機関（FAO）の推計によれば、

熱帯林は1960年以降減少の一途を辿っており、

1990年から2000年までの10年間では、毎年1,420

万hａ（日本の森林面税の約６割）ずつ消失して

いるといわれている')。しかし森林保護の分野に

おいては、国際熱帯木材協定があるものの２１、こ

れは森林の一部をカバーするにとどまるもので

あり包括的な制度は確立していない。そのよう

な状況の中、熱帯林保護への関心は、とりわけ

欧米において熱帯木材の輸入禁止措置を引き起

こした3)。このような一方的貿易制限措置は現在

のＷＴＯの規定によっては認められていないが、

制限措置を支持する見解から、今後新たな議論

の展開が考えられる。そこで本稿では、森林管

理レジームの現状として問題点を指摘し、環境

と貿易に関する先例を検討した上で、今後の貿

易規制を通しての森林管理の可能性を考察する

ことを目的とする。

まず、既存の森林保護政策の概観は以下の通

りである。

1992年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロで

開かれた「環境と開発に関する国際連合会議」

(UNCED、地球サミット）では、地球温暖化、

生物多様性、森林が主要な論点に含まれていた。

この会議では、地球温暖化については国連気候

変動枠組条約が署名のために開放され、生物多

様性については生物多様性条約が採択された。

しかし森林については、先進国と途上国との間

の見解の相違に加え、途上国の中でもマレーシ

アやインドネシアなどの東南アジア諸国が他の

途上国と国内の森林経営状況が異なったこと、

また、アメリカが高齢原生林の伐採問題を抱え

ていたことなどが原因で､「すべての種類の森林

２．森林管理への可能性と限界

（１）ラベリング制度による森林管理とその法

的問題点

熱帯林の減少が地球環境問題として重要視さ

れるようになったことにより、欧米先進国では

熱帯木材の輸入禁止やボイコットが起こった。

具体的には、ＥＵ諸国が森林認証・木材認証・ラ

ベリング制度を導入し⑪、「持続可能な森林管理」

が行われている森林から生産されている木材で

あることを示すことで、消費者がこのラベルの

付された商品を購入することを促したのであ
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る５１。これは熱帯木材資源の産出国である途上国

の「発展の権利」と衝突した。

ＩＴＴＯはこの事態に対して否定的な見解を示

し、新協定の第36条においてこのような措置を

認めない旨を規定した。貿易禁止や制限措置は、

熱帯木材の商品価値を損ない、熱帯林の農地な

どへの転用を促進するおそれがあり、熱帯木材

貿易は熱帯林の持続可能な管理のインセンティ

プになるという理由からである。しかしその後

ＥＵ諸国によって、直接的な禁止や制限ではな

く、ラベリング制度を導入しての保護政策が実

施されるようになった。

ラベリング制度とは、消費者の購買決定に影

響力を行使することを企図して、製品に関する

様々な情報を提示したラベルを製品に添付する

ものであるが、このうち環境保護のために環境

保全型産品であることを調ったラベルを特に、

エコラベルという。このエコラベルは、その製

品や製品の製造工程・生産様式が環境基準に基

づいて環境負荷が比較的少ないということを、

第三者機関が認証（certification）した上で付与

される`)。

もとより、ＷＴＯの枠組においては一方的な貿

易制限措置は認められておらず、この制度には

ＷＴＯ協定上の問題が生じることが考えられる。

しかし前述のとおり、年々枯渇の道を辿ってい

る熱帯林の保諏と、途上国の発展のための収入

源である熱帯林の利用を両立させるものとして、

実際には多くの国で導入されつつある。「持続可

能な森林経営」が行われている森林を認証し、

そこからの産物にラベリングをして他の森林か

らの生産物の差別化を図ることにより、「持続可

能な森林経営」が行われている森林からの産物

の購入を促し、ひいては「持続可能な森林経営」

そのものへの誘因となることを目指しているの

である。

この制度の利用により、新たに林産物貿易を

めぐる紛争が引き起こされている。以下ではま

ず、1992年に起こった、オーストリア対ASEAN

の事件を検討する。

いる状況を受け、「熱帯木材および木製品に対す

るラベリングならびに持続可能な森林開発によ

り生産された木材および木製品に対する品質マ

ークの創設についての連邦法」を制定し、輸入

木材へのラベリングを義務付けた。その内容は

以下の通りである。

（a）熱帯木材に関する強制的なラベリング制

度の創設

（b）あらゆるタイプの木材および木製品につ

いて、持続可能な経営が行われている森

林から生産されたことを示す任意の品質

マークを添付する制度の創設

これに対して、熱帯木材生産国であるマレー

シアを始めとするＡＳＥＡＮ諸国は即座に対抗し、

1992年６月に、以下の内容でGATTに提訴した。

（a）熱帯木材のみを対象とする制度がGATrの

最恵国待遇原則（第１条）及び内国民待

遇原則（第３条）に違反する。

（b）品質マーク付与の条件となる持続可能な

森林経営の要件が、国際的合意に基づい

ておらず、一方的に決定されたものであ

る。

これを受けて、オーストリアは1993年に同法

を撤回、以下のように改正した。

（a）ラベリングを任意の制度とする。

（b）対象を熱帯木材に限定せず、全ての木材

および木製品とする。

これによりオーストリアは、一般的ラベリン

グ（木材および木製品の樹種・原産地を明示）

と、持続可能な森林管理に関する国際的基準に

基づいて持続可能な方法により生産された木材

および木製品に対する「任意的な」エコラベル

を導入することとなり、GATT上の紛争は終了

した。

以下ではまず、紛争は終了したものの、本件

においてＡＳＥＡＮ諸国が問題とした点とその評価

につき検討する。

①GATTの最恵国待遇原則（第１条）及び

内国民待遇原則（第３条）違反と一般的

例外条項（第20条）の援用

ＧAITの基本原則は、第１条で規定されてい

る無差別・最恵国待遇と、第３条で規定されて

(2)オーストリア対ASEAN事件7）

1992年に、オーストリアは熱帯林が枯渇して
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いる内国民待遇である。これにより、特定の国

との間の輸出入制限は、第20条の一般的例外事

項s)に該当しない限り禁止されている'１。

本件においてオーストリアは、ラベリングの

対象を熱帯木材のみに限定し、ＡＳＥＡＮ諸国から

の木材の輸入を禁止した。この措置は一般的に

は当該GATT規定に違反することになり、従っ

てここでは、オーストリアの環境保護を目的と

したこの一方的措置がＧＡＴＴ第20条の一般的例

外条項に該当するか否かが争点となる。

環境保護を目的とした一方的措置に対し同条

項が適用可能かどうかについては、多くの議論

がある'0)。しかし、これまでの先例を見ても明

らかなように（後述)、同条項の起草趣旨には環

境保護は想定されていなかったと見るのが妥当

であり、かつ同条項の解釈は、狭く、また限定

的に行うべきであるという慣行がすでに確立し

ているものと考えられるID・本件においても、特

に熱帯林資源の保全を図るために締結された諸

協定に基づくものでない限りその法的正当性は

低く、オーストリア当局が速やかにかかる事項

の改正を行ったことは、それを裏付けるもので

あろう。

尚、これについては、現在では生産国である

ASEAN諸国からの反対や、温帯林・亜寒帯林で

も持続可能な森林管理が行われていない場合が

あるとの認識の広まりにより、多くの国で全て

のタイプの森林及びそこで生産される木材を対

象とする制度の検討がなされつつある。

外事項としての規定の欠如であり、第二に、産

品（pmduct）そのものではなく、その工程・生

産方式（以下、ＰＰＭs）で規制することの適法性

に関する規定の欠如という二つが挙げられよう。

このような適用法規が存在しない状況（法の欠

鋏状態１３)）においては、ある国が一方的措置の

対抗力を主張するにあたり、その措置の実効性

(effectiveness）と正当性（legitimacy）の根拠

を証明しなければならないM)。

この点、前者についてはオーストリアは措置

を撤回し対抗力を主張し得なかった。しかし後

者については、ＰＰＭsそのものがGATTにおい

て起草段階から想定されていたわけではなく、

このような問題が生じた場合にオーストリアが

一方的国内措置に訴えることについて、全面的

に否定できない側面があると考えられる。この

点については後述する。

しかし実務上は、このような紛争はGATr第

20条(bXg)の解釈適用問題として取り扱われるこ

ととなった。そのような観点からすると、オース

トリアの一方的措置がGATT第20条(bXg)により

正当化されるためには、当該行為が、（b)号にい

う「必要性」があること、及び(9)号にいう「有

限天然資源の保存に関する措置」であること、

という要件を満たす必要がある。しかし本件に

おいて、オーストリアの執った措置が、仮に環境

保謎を目的とする措置として考えた場合に「必

要性」という条件を満たす措置であったかとい

う点、また当該措置が、熱帯木材の保存を主たる

目的とするものであるという「関連性」を有す

るかという点については、上記のような法の欠

鉄分野であるゆえ、当然議論の余地があろう15)。

よって、これらの規定の解釈については、立証

責任をどのように配分するかに大きく依存する

こととなる。ＧＡＴＴ・ＷＴＯ体制における貿易の

自由化を原則として理解する限り、後に起こっ

たマグロ・イルカ事件（後述）においても厳格

に解釈された結果、正当化事由とされなかった

ように、GATT紛争処理手続きにおいては環境

保謹を目的とする一方的国内措置が許容されな

いことは容易に予想できたのである。

②オーストリア国内法の一方的措置の対抗

力

一般国際法上、国内法に基づく一方的措置が

対抗力を持つのは、当該措置が対象とする事項

につき、国際法上の適用法規が欠峡しているか、

未成熟である場合である'2)。その観点からする

と、本件はGATTの一般協定に「環境保護」に

関する規定が欠如しているという状況で起こっ

た事件であり、そのような中でオーストリアに

よる一方的国内措置が許容されるか否かが実質

的な争点であった。

本件において欠鉄している「環境保護」に関

する規定であるが、第一に、輸入制限措置の例

Hosei University Repository
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３．ＷＴＯ体制における可能性と課題

マグロ・イルカ事件、オーストリア対ASEAN

事件は、ＷＴＯ設立（1995年）以前に、エビ・ウ

ミガメ事件は設立後に起こった事件であるが、

その判断の相違点に注目し、以下では、今後の

同種の問題の展望について若干の検討を試みる。

（a）ＰＰＭs規制がGATT第３条の内国民待遇

に違反するか

第３条は、そもそもこのようなPPMs規制を

予想したものではなく、もっぱら産品それ自体

に適用される措置のみを対象としている。本件

において問題となっているＰＰＭｓは、産品（マ

グロ）それ自体の性質には影響を及ぼさない漁

穫方法であり、かかる条項の対象とはならない｡（１）ＷＴＯにおける類似の先例

上記のラベリング問題につき、まず、貿易と

環境をめぐってＧ(1丁・ＷＴＯで争われた紛争に

ついての先例を概観することにより、これをそ

の解決の端緒としたい。

（b）GATr第20条(b)の適合性

この条項の起草過程を見ると、起草者の関心

は、輪入国の管轄権内の人、動物または植物の

声明または健康の保護を目的とする公衆衛生上

の措置にむけられていたのであり、かかる条項

を域外的な保護措置を含むように解釈すると、

他国のGATr上の権利を危うくする保讃措置を

一方的に決定できることになってしまう。また、

同条項が要求する「必要性」に関しても、米国

がより貿易制限的でない代替措置を尽くしたこ

とを立証してはおらず、本件は、第20条(b)によ

っては正当化されない。

①マグロ・イルカ事件：アメリカ対メキシコ

（パネル１，１９９１年９月３日、未採択)!`）

東部熱帯太平洋海域ではキハダマグロの漁に

際し、付随して回遊しているイルカが混稚・殺

害されていた。これに対しアメリカは、1972年

に海洋哺乳動物保謹法改正法を制定した。その

内容は、当該海域での自国漁船によるキハダマ

グロ漁についてイルカの付随的捕獲数を制限す

るとともに、外国漁船については一定の基準数

を超えるイルカの付随的捕猶を伴って漁獲した

キハダマグロの輸入を禁止するものであった。

この結果、メキシコ漁船が公海及びメキシコの

200カイリ漁業水域内で漁獲したキハダマグロの

アメリカへの輸入が禁止された。そこで、メキ

シコは、この措置のGATT第３条の内国民待遇

及び第２0条(b)及び(9)との適合性を争い、ＧＡＴＴ

第23条１項に基づくパネルの設置を求めたもの

である'刀。

この事件の争点は、第一に、ＰＰＭs規制が

GAIＴ第３条の内国民待遇に違反するかどうか、

第二に、本来ならばGATr第１１条１項の数量制

限の一般的廃止に抵蝕し違法行為となる米国の

一方的措置が、ＧＡＴＴ第20条の一般的例外事項

に該当して正当化されるのか否か、すなわち本

件へのＧAIT第20条(b)と(9)の適合性の問題、で

あった。以下、それぞれについてのパネルでの

見解を簡略に述べる。

に）GATT第20条(9)の適合性

（b)号についてと同様に、かかる条項の適用範

囲は、措置を発動する国の管轄内の天然資源に

限定されるのであり、域外的管轄権を認めるも

のとして解釈すると、他国のＧＡＩＴ上の権利を

危うくする保存措置を一方的に決定できること

になってしまうため、本件は、第20条(9)によっ

て正当化されない】8)。

以上、本件パネルは、アメリカの措置がGATT

第11条違反であることを認定し、GATT第20条

の適用につき(b)の「必要性｣、(9)の「関連性」の

要件をより厳格化した上で、米国がその要件を

満たす主張をできなかったと判断した。

②エビ・ウミガメ事件:アメリカ対ノインド、
マレーシア、パキスタン、タイ（1998年、

小委員会報告、上級委員会報告、採択)'9１

1996年に、米国はワシントン条約（CITES）

附属書Ｉのリストにあるウミガメを混穫する底

引き網漁によって漁穫されたエビの輸入禁止措
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争に見られるように貿易以外の問題であること

は少なくない20)。ここでは、このような環境保

護を目的とした貿易制限の正当性を、GATT第

20条の一般的例外事項との関連、ＷＴＯ設立後の

附属協定との関連、ＧAIT／ＷＴＯ法とその他の

多国間環境協定（MEAs）との関係21)、に焦点を

当て、判断の際の要件の変化を検討する22)。

第一に、上記二件の先例ではどちらにおいて

も、自国領域外の天然資源保護のために執られ

た一方的措置のGAfIT第20条への適合性が否定

された。まず、マグロ・イルカ事件（１）では、

その解釈において、GATrの自由貿易という目

的と原則に則った厳格な立場をとることを確認

し、米国の挙証責任を重くして、環境保護目的

のための貿易制限の許容要件を厳しく設定した。

しかしエビ・ウミガメ事件では、マグロ・イル

カ事件（１）と同様にGATT第11条違反を認定

した上で、第20条に関しては以下のような異な

る判断を示した。まず小委員会においては、一

方的措置が常に、特に交渉に向けた真剣な努力

がなされた後でも排除されることを意味するも

のではないことを明示し、さらに、上級委員会

は、ＰＰＭｓを理由とした貿易制限措置の第20条

(9)号適合性が肯定される可能性をも示唆したの

である四)。

このような相違は、ＷＴＯ設立協定の前文に

｢環境を保謹し及び保全し並びにそのための手

段を拡充することに努めつつ、持続可能な開発

の目的に従って世界の資源を最も適当な形で利

用する」と規定されたこと、続く附属協定第１部

に、環境保謹と関連した農業協定、検疫協定、貿

易の技術的障害協定等の諸規定が定められたこ

と、「貿易と環境に関する委員会」（CTE)の設

置が決定されたこと、が大きく影響している”。

これにより今後は、代替手段としてのより貿易

制限的でない措置（交渉や国際協力協定締結な

ど）を執ることや、輸入制限の条件を緩和する

ことなどにより、いかなる要件を満たせばＷＴＯ

協定下で許容されるか、ということが問題とな

ってゆくと考えられる。

また、他のMEAsとの関係に関しては、1992

年に採択された「環境と開発に関するリオ宣言」

がそれを最も端的に表している。すなわち、同

置をとった。これは、アメリカの国内法である

絶滅危機種法（1973年）等に基づいてとられた

措置であったが、これに対し、インド・マレー

シア・パキスタン・タイが共同してこの措置の

WTO協定適合性を争い、紛争解決手続きに付託

した。

本件の争点は、アメリカによる輸入禁止措置

がGATT第20条により正当化されるか否か、と

いう点であった。小委員会は、アメリカの執っ

た措置が、柱書に照らして「正当と認められな

い差別待遇」であるか否かを検討し、以下のよ

うに判断した。

すなわち、本件においては、輪出国（インド・

マレーシア・パキスタン・タイ）が保護政策を

採用することを市場アクセスの条件とする一方

的措置の採用は、多角的貿易体制を危険にさら

すものであり、正当化されない。この認定は、

一方的措置が常に、特に交渉に向けた真剣な努

力がなされた後でも排除されることを意味する

ものではないが、本件では、アメリカは事前交

渉を通じた解決に至る真剣な努力を怠ったので

あり、かかる措置は、第20条柱書によって、正

当化されない。従って、本件においては、（b)及

び(9)号の適合性の検討は不要であるとした。

しかし、上級委員会は第20条の構造を考慮し、

小委員会報告の認定を取り消し、まずは各号の

適合性の検討を行い、次いで柱書による正当化

を検討した。すなわち、まず、アメリカの措置

がウミガメの保謎の政策目的と合理的に「関連」

しており、(9)号でいう保存に関する措置と判断

した｡しかし次に、アメリカの執った措置は、

他の加盟国に対して自国が実施しているのと同

一の措置をとることを強制しているものである

ことから、柱書に照らして正当化されないと結

論したのである。

（２）環境保護を理由とする一方的貿易措置の

ＷＴＯ体制との抵触

そもそもGATT／ＷＴＯは国家間の自由貿易体

制の確立を目的としており、そこでの紛争処理

手続は、国家間の貿易問題を巡る紛争のみを扱

う。しかし実際には、貿易制限を伴う紛争では

あるものの、その実質的な争点が上記二件の紛
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宣言原則12は「環境目的のための貿易政策上の

措置は、国際貿易に対する恐意的もしくは不当

な差別、又は偽装された制限を構成するもので

あってはならない。輪入国の管轄の範囲外の環

境問題に対処するための一方的な行動は回避さ

れなければならない。国境を越える、又は地球

的規模の環境問題に対処する環境上の措置は、

可能な限り、国際的な合意に基づくものでなけ

ればならない｡」と規定しており25)、しかるに、

今後は環境保護を目的とする貿易制限がいかな

る条件の下でどの程度許容されるのかという、

MEAsとＷＴＤ体制との整合性の問題を惹起して

いるのである鍋)。

もとよりGATT／WTO体制においては、その

設立協定起草時より、ＷＴＯの司法手続に付託さ

れた紛争についてはＷＴＯ法に照らしてのみ解決

を図ることが想定されており")、ＷＴＯ法以外の

他のMEAsが適用されて、ＷＴＯ法上は違法であ

る貿易制限が正当化されることはない麺)。しか

し前述の通り、ＷＴＯ設立協定の前文の文言や、

ＷＴＯ設立と同時に設置されたＣＴＥにおける議

論を経て、その関係にも変化が見られると言っ

てよかろう。

例えば、前文に取り入れられた文言を受けて、

MEAsとＷＴＯとの整合性については、GATT第

20条(b)に「環境」を付け加えるなどの方法で、そ

の調整基準を事前に明確化するような事前（ｅｒ

ａ"だ）調整方式が提案されている。あるいは、環

境問題に関連する問題が生じた場合にその都度、

事後的に義務免除（ＷＴＯ設立協定第９条３項）

を与えるという事後いｐｏｓｔ）調整方式の提案
も出されている麹)｡これらの既存の諸規定の改

正あるいは修正を含めた新たな立法作業が、今

後の紛争の解決に大きな影響を及ぼすことにな

ることは言うまでもない。

格の制定にあたり、国際規格への準拠、内国民

待遇及び最恵国待遇、規格及び認証手続の透明
性の確保等を規定している31)。

本稿で問題となるTBT協定の適用範囲である

が、これが製品または関連のＰＰＭsに関する規

格も含めることになったことは、同協定附属書

一に明示されている。しかしこれが産品の特性

に関連しない産品非関連PPMsにまで及ぶのか

どうかについては、規定が暖昧である。一般的

には、これらに適用されないことを示唆してい

るとの解釈がとられ、従って、この産品非関連

PPMsによる「同種の産品」の差別化はＷＴＤ体

制においては認められず、内国民待遇原則及び

最恵国待遇原則に違反すると考えるのが妥当で

あろう。オーストリアによる熱帯木材のラベリ

ングのようなケースについては、木材の生産現

場である森林の管理の持続可能性という、製品

に直接関連しない基準に基づく規制は認められ

ない可能性があるのである。このような暖昧な

規定がもたらす混乱に関しては、後述する国際

基準の設定の問題とあわせて、立法作業による

補充が必要ではないかと考えられる。

４．結びに代えて

以上のことから以下のような結論が得られよ

う。

第一に、ＧAIT第20条(b)号及び(9)の環境保護

目的のための輸出入制限への適用については、

マグロ・イルカ事件においても、またエビ・ウ

ミガメ事件においても、その援用自体が問題に

なったのではなく、適用の要件（｢必要性」及び

｢関連性｣）が問題になった。すなわち、環境保

謹目的の輸入規制へのそれらの条項の援用は、

条約法条約第31条３項(b)にいう「後に生じた慣

行」（subsequentpractice）の蓄穣により、現在

では定着しているとみるのが妥当である32)。従

って、オーストリア・ASEAN事件のような問題

については、今後は、まずはラベリング制度の

基準の妥当性、ＰＰＭｓの産品との関連性が問題

になり、これらについての国際的合意の形成が

望まれる。

マグロ・イルカ事件においては、「ドルフィン

セーフラベル」について、これは任意の制度で

（３）ＴＢＴ協定との関係

1995年にＷＴＯが設立され、ＷＴＯ協定の附属

書として「貿易の技術的障害に関する協定」

(TBT協定）が発効した。このTBT協定は、産

品の国際規格及びその国際適合性評価手続きが

国際貿易に不必要な障害をもたらすことのない

ようにすることを確保する目的で設立され;o)、規
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般国際法によって許容される範囲で対抗力を持

つことも考えられよう釦)。例えば、ＰＰＭｓと産品

との間の直接的な因果関係が立証された場合な

どである3,)。ただし、今後TBT協定の精密化が

進められていく中で、はたして自由貿易を保障

する規定と抵触しない形で環境保護目的の貿易

制限が許容されることになるかどうかには、疑

問の余地がある。

翻って、オーストリア・ASEAN事件は、森林

分野での環境保謎に関して大きな関心を呼ぶ事

件となった。森林が気候変動や生物多様性の保

全等に大きな役割を果たしていることは周知の

通りであり、森林保護が国際公益性の強い地球

規模の環境問題であることに疑いはなく、この

事件を巡って多くの議論がなされたことは評価

に値する。しかしながら取りも直さず、貿易措

置を介しての森林保護については未だ肯定的な

答えが出ないままである。森林資源が途上国に

とって重要な経済的価値を有する以上、輸入禁

止措置は、生産国にとってその国内政策の変更

を迫られることになる政治的圧力ではある。し

かし同時に、そのような措置も、生産国が「持

続可能な森林管理」を行えるための経済支援や、

輸入禁止措置による一時的な損失に対する保障

のような積極的な実施誘引がなければ本来の目

的を達成することはできないｲ０１。法の欠峡がこ

の状況を暖昧にしているがｲ'１，今後は、これま

での経緯を踏まえた上で、自由貿易の追求のみ

ならず、より根本的な問題である環境保護とい

う目的が考慮された立法作業が求められている

といえよう42】。

あり、またこのラベルの付与によって市場への

アクセスが妨げられるわけではなく、すなわち

商品が購入されるかどうかは消費者の意思によ

ることを指摘した上で、メキシコの主張を退け

た331゜しかし、ＷＴＯが設立されると同時に設立

された「貿易と環境に関する委員会」（CIE）で

の議論を見ると、現在ではエコラベル制度につ

いては現在、任意／強制、政府によるもの／非

政府機関によるものにかかわらず、TBT協定お

よび適正実施基準の適用を受けることに異論は

ない弧)。よって、その基準設定は国家の主権的

権限ではあるものの、国により基準や認証手続

に差異が生じると貿易障害となりうるため、

ＷＴＯ加盟国はその基準が「国際貿易に対する不

必要な障害」をもたらさないように制定する必

要がある霞)。

すなわち、この基準は▼各国の社会的・経済

的及び環境的条件の相違から、様々に異なって

制定されるが、この基準により得られる結果は

同等である必要があり、そのためには、個々の

制度の信頼性の確立や、長期的には、国際的な

認証制度及びラベリング制度の確立が必須であ

る。その際には、輪入国や消費者から＋分に信

頼を得られ、不正行為が起こらないために、独

立した機関による認証行為が実施される必要性

も考慮せねばならない劃。具体的には、現地の

立ち入り調査、認証された森林の管理状況の監

視、不正や過失に対する罰則の設定などが必要

となろう。これらについて国際的な合意のある

基準を採用した制度設計釘)、その制度の実綱の

蓄種、さらには基準の国際的統一化を通して、

立法による法の欠鋏の補充が期待される。

第二に、このような国際的合意が未形成の状

況においては、一方的国内措置の対抗力が問題

となる。当該事項につき適用法規が未確定又は

不明確な場合に、ある国が国内法に基づいて執

る一方的国内措置が一定の対抗力を有すること

があることは既に述べた通りである。とりわけ

環境という国際公益性の強い問題が争点となる

場合には、その許容要件に変化が起こる可能性

がある。ＰＰＭｓとGAIT/ＷＴＯ体制との整合性に

おいては、この方法がGATT規定の起草過程に

おいては想定されていなかったことに鑑み、－

[付記］

１．本稿は、第８回環境法政策学会（2004年）

及び環境経済政策学会2004年大会において

行った報告の予稿に加筆・修正をしたもの

である。

２．本研究の一部は、環境省地球環境研究総合

推進費「S－１２１世紀の炭素管理に向けた

アジア陸域生態系の統合的炭素収支研究」の

一環として実施したものである。
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１）ＦＡＯ,ＧルbαﾉForesrReso"｢c“Ａ“essme"？

2000,Ｍｍ〃repo",ｐｐ､14-15.世界の森林資源
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